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2025年度の振り返り



2023年度 2024年度 2025年度 増減率

売上高 36,098 45,618 41,785 ▲8.4%

財産コンサルティング 7,082 8,121 11,842 45.8%

不動産取引 29,015 37,496 29,943 ▲20.1%

売上総利益 6,356 6,969 8,501 22.0%

営業利益 3,265 3,506 3,858 10.0%

経常利益 3,359 3,480 3,756 7.9%

親会社株主に帰属する 当期純利益 2,062 2,428 2,750 13.2%

連結業績ハイライト

（単位：百万円）
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財産コンサルティング・不動産取引の売上総利益の推移

2023年度 2024年度 2025年度

売上高 7,082 8,121 11,842

売上原価 3,573 4,400 6,304

売上総利益 3,509 3,721 5,538

売上総利益率 49.5％ 45.8% 46.8%

2023年度 2024年度 2025年度

売上高 29,015 37,496 29,943

売上原価 26,168 34,248 26,980

売上総利益 2,846 3,248 2,962

売上総利益率 9.8% 8.7% 9.9%

〈 財産コンサルティング 〉

〈 不動産取引 〉
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（単位：百万円）



BSハイライト

2025年度末

総資産 262億

純資産 117億

（自己資本比率：44.4%）

AD敷金 37億

現預金 140億

他流動資産 13億

販売用不動産 41億

投資有価証券 21億

有利子負債 62億

他流動負債 37億

他固定資産 11億

のれん 35億
(契約関連無形資産含む)

2024年度末

総資産 232億

純資産 98億

（自己資本比率：42.0%）

AD敷金 30億

現預金 130億

他流動資産 11億
販売用不動産 11億

投資有価証券 28億

有利子負債 59億

他流動負債 35億

他固定資産 12億

のれん 37億
(契約関連無形資産含む)

他固定負債 9億

他固定負債 8億
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2026年度 

業績予想 および 取組みについて



株価と業績の推移について

2023年 2024年 2025年 2026年
（計画）

■営業利益・配当の推移■株価の推移
（単位：円）
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百万円
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58円
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41円
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貸付用不動産の評価方法の見直しの内容

相続開始・贈与前

5年以内 に取得

相続開始・贈与前

5年より前 に取得

貸付用

不動産

通常の取引価額
原則、取得価額を

基に算定

路線価等

従来通りの評価

8© Aoyama Zaisan Networks Group

2025/12/19

税制改正大綱の発表

2027/1/1

■現行の評価通達 ■改正案の評価通達

建物

固定資産税評価額

土地

路線価方式
または

倍率方式

不動産

小口化

商品

通常の取引価額
ただし、通常の取引価額がない場合は

貸付用不動産と同様の評価となる

改正時期
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※ 2027年1月1日以降に適用される「貸付用不動産の評価方法の見直し」についての通達の公表

2025年12月19日 2026年夏ごろ 2026年秋ごろ 2027年1月1日

税制改正大綱の

公開

パブリック

コメント
通達の公表※ 適用開始
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今後の改正スケジュール



2026年のアドバンテージクラブの販売計画について
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❶ 正式な通達の公表が2026年秋ごろと見込まれていることから、現時点では 不動産小口化商品が

どのような評価となるか不透明な状況 にあり、一部の金融機関や会計事務所等

のパートナー企業からの新規のご紹介が停止 しています。

❷ 上記の状況を受け、お客様においても 購入にあたり慎重な判断 が行われています。

（１）現状

（2）販売計画について

2026年度につきましては、どのような評価になるか不透明な状況でありますので、

一時的に販売額が減少すると予想しており、194億円の販売計画を策定しました。

❶

❷ 2027年度以降は評価方法が明らかになることから、販売額が増加するものと考えています。



2026年のアドバンテージクラブの販売計画について
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（３）アドバンテージクラブの販売にかかわる取組みについて

❶ 全国4000名超のお客様および200超のパートナーの方々へAD（不動産小口化商品）の

税制改正の影響について説明し、ご不安解消に努めています。

平均運用期間

１口当たり実績 単純平均した
年間換算利回り

（概算）
組 成 金 額

A
平均売却価格

B
売 買 損 益
C （ B - A ）

平 均 分 配 金
累 計 額

D

平均差引収支
（ C + D ）

9年 1,000万円 1,128万円 128万円 418万円 546万円 6.08％

税制改正へのご理解、運用商品としての魅力を感じてくださった方々へ販売をしています。

❷

❸

38組合（組成し解散したもの）の運用実績をご説明し、不動産運用商品としての魅力を

丁寧に説明しています。

38組合（組成し解散したもの）の運用実績

2026年の第1四半期については、リピーターの方からの根強い人気もあり、販売活動に
つきましては順調に推移しております。

❹



その他不動産取引（新商品の提供）について

2025年度 2026年度 増減率

アドバンテージクラブ 28,389 19,400 ▲31.7%

その他不動産取引 1,553 7,300※ 370.0%

合計 29,943 26,700 ▲10.8%

（単位：百万円）
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※新商品の提供が含まれています。



2025年の実績と2026年の計画
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2025年 2026年
増減率

計画 実績 計画

売上高 47,000 41,785 39,000 ▲6.7%

財産コンサルティング 10,000 11,842 12,300 3.9%

不動産取引
（うちアドバンテージクラブ）

37,000
（34,000）

29,943
（28,389）

26,700
（19,400）

▲10.8%
（▲31.7％）

営業利益 3,850 3,858 4,000 3.7%

経常利益 3,650 3,756 3,800 1.2%

純利益 2,450 2,750 2,650 ▲3.6%

配当 51円 53円 58円

（単位：百万円）



■財産コンサルティングについて

顧客数の拡大01

02 サービスの拡大

14

⚫ 2026年度業績予想 - 財産コンサルティング売上の詳細

⚫ 顧客数の推移
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■株主還元方針および配当の推移

■株主優待



2026年度業績予想 - 財産コンサルティング売上の詳細

2025年度 2026年度 増減率

財産承継 6,496 7,200 10.8%

事業承継 2,248 2,700 20.1%

 事業承継ファンド 777 250 ▲67.8%

商品組成等 2,319 2,150 ▲7.3%

合計 11,842 12,300 3.9%

（単位：百万円）

※ 25年度までは事業承継ファンドの売上を事業承継に含めておりましたが、26年度予算より別掲

しております。25年度については組替えて表示しております。
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顧客数の推移

2,295 
2,544 

2,908 

2023年 2024年 2025年

16

485 

574 

659 

2023年 2024年 2025年 2026年以降2026年以降

個人資産家 企業オーナー

+11%

+14%

+18%

+15%
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+10％以上を継続 +10％以上を継続



01｜顧客数の拡大 パートナーとの連携
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2025年はお互いのお客様の紹介件数は300件を超えました。

2026年以降は人材交流やチェスターの地方拠点を活用しさらなる顧客の増加を目指します。

■チェスターとの連携

金融機関や会計事務所等との連携に加え、富裕層の方々へサービスを提供している企業とも

新たに連携を行うための準備を開始しております。

■新規パートナーとの連携

© Aoyama Zaisan Networks Group

2026年以降の計画

相互顧客紹介： 300件 以上 人材交流、チェスターの地方拠点 の活用

などを通じ、さらなる顧客接点の拡大を目指す

2025年の成果

相続税申告・申告手続き など

生前コンサルティング など

顧客紹介



01｜顧客数の拡大 拠点戦略
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大阪支店

青山本社

富山
岡山

名古屋

仙台

札幌

静岡
㈱日本資産総研

2026年1月に岡山拠点準備室を開設、

5月には富山拠点準備室を開設予定。

名古屋、静岡、仙台、札幌などの

主要都市でも拠点開設を検討中。

親密な地域金融機関や会計事務所、

チェスターの地方拠点との

連携を強化し全国の資産家へ

コンサルティングを提供してまいります。

既存拠点

開設予定
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02｜サービスの拡大 戦略的個別サービスの拡大
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20272025

時代の変化に
対応した

サービスの創出

時代の変化に
対応した

サービスの創出

個別
サービスの
成長･拡大

2026

2026年
サービス

8つの個別サービス

IFA
STO
事業

2025年
追加サービス

公益財団
事業

相続税
申告、
相続関連
手続等

米国
不動産

不動産
新商品

ファミリー
オフィス
サービス

アドバン
テージ
クラブ

地域
創生

事業承継
ファンド

土地
有効活用

購入
コンサル
ティング



02｜サービスの拡大 購入コンサルティング
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⚫ 全国の金融機関等のお客様へ アドバンテージクラブに加えて

東京都心の1棟ものの収益不動産を提供

⚫ 金融機関等からご紹介された案件の2025年度の売上実績は2.3億円、2026年度においては

第1四半期に昨年実績を上回る数値を計上予定

購入コンサルティング

当社既存顧客への提供

当社が行うコンサルティングの一環

紹介顧客への提供（主に金融機関経由）

戦略的個別サービス



02｜サービスの拡大 土地有効活用
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土地有効活用ニーズを有するお客様の紹介拡大に向け、金融機関との連携 を強化

■有効活用事業の継続的な成長を実現する3つの戦略

複合店舗の提案力強化により、案件単価および収益性の向上 を図る

安定的な入居を実現するため、テナントとなる有力企業との関係深化 を推進テナント戦略

商品・サービス戦略

パートナー戦略

事業成長のロジック

テナント戦略

商品・サービス戦略

パートナー戦略

三位一体による

有効活用案件の継続的な創出



02｜サービスの拡大 地域創生
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2025年度に苫小牧駅前再整備基本計画に係るパートナー事業者に選定されました。

（リ・デザイン苫小牧グループ：代表企業・清水建設㈱、構成企業・当社他2社）

  2026年度に基本計画案を作成し、今後の収益化を目指しております。

■当社地域創生案件の事業規模

第１号 石川県小松市案件

第２号 福井県敦賀市案件

第３号 北海道苫小牧市案件

約45億円 約4,000㎡

約27億円 約8,000㎡

未定 約30,000㎡

過去最大案件

■再整備後の駅前イメージ（出所：苫小牧市）

事業規模 敷地面積

事業規模 敷地面積

事業規模 敷地面積



02｜サービスの拡大 米国不動産
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2026年度からシリコンバレーを中心とした米国不動産の提供を開始します。

初年度は10億円程度の販売を予定しています。

■シリコンバレーを中心とした米国不動産展開の理由

企業の集中

大学の集中

企業が集積

大学が集積

安定的な
収益

キャピタル
ゲイン

が期待できる
投資商品

シリコン

バレーは

地価の上昇が

見込まれる

エリア

需要基盤 市場評価 投資価値



2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度2025年度 2026年度

35.0円

2010
年度

15期連続増配を実現済
2026
年度

28.0円
26.5円

25.0円

19.5円

15.0円

11.5円
9.0円

2.5円3.25円

7.5円
5.0円3.75円

41.0円

株主還元方針および配当の推移

46.0円

１ 配当性向50％水準

２ 継続的な増配

３ DOE10%水準

58.0円

53.0円
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株主優待

QUOカード 1,000円分
1,000株以上

2,000株未満

30,000株以上保有

6月末日の株主様を対象とした株主優待

12月末日の株主様を対象とした株主優待

各20,000円相当

うかいグループ共通御食事券 または うかい特選牛

保有株式数

保有株式数

優待内容

優待内容

前期末時点で0～999株ご保有の方が6月末中間に
1,000株以上2,000株未満になった場合に付与

1,000株以上

2,000株未満
QUOカード 2,000円分

2,000株以上

3,000株未満

3,000株以上

さらに

3,000円相当ギフト２,000株以上
または 寄付2点から1点選択

10,000株以上を

2年以上継続保有

さらに
うかいグループ共通御食事券 または うかい特選牛 
または カトープレジャーグループ施設利用券

3,000円相当ギフト または 寄付2点から1点選択

∎ ギフト

∎ うかいグループ共通御食事券 または
うかい特選牛  または 
カトープレジャーグループ施設利用券

5,000円相当ギフト または 寄付2点から1点選択

※イメージ
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各30,000円相当
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今後の青山財産ネットワークスの

成長戦略について



私たちの置かれている事業環境
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経営者の高齢化など事業環境の変化に伴い、事業承継、不動産、相続などに関連する財産の
「悩み」のご相談数は、今後さらに増加することが見込まれます。複雑化する「悩み」に対して、
高品質なサービスをより多くの富裕層のお客様に提供していくことが当社の使命。

事業環境

経営者の高齢化 資産運用ニーズの拡大建築価格の上昇

産業構造の変革による
事業承継の在り方の大変革

2027年に団塊の世代が
80代に突入

人口減少による需要低下

後継者不在と
承継モデルの多様化

都市部と地方との不動産の
2極化傾向

富裕層向け税制改正
（贈与税制、ミニマムタックス等）

… … …

不動産事業承継 相続
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私たちのありたい姿
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ステークホルダー
ごとの

ビジョンの実現

お客様

社員

「富裕層ビジネスの

第一人者」
として認められている

存在になること

2027年のビジョン

経営目的

私たちは経営目的の実現に向けて、2025年からの3か年でステークホルダーごとのビジョンの
実現に取り組み、結果として2027年末に「富裕層ビジネスの第一人者」として認められている
存在になることを目指す。

私たちは、財産の
承継・運用・管理を
通じてお客様の幸せ
に貢献していきます。

私たちは、
共に働くメンバーの
物心両面の充実を
目指しています。

２

1
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パートナーパートナー

地域社会

株主・
投資家
株主・
投資家

地域社会



2027年のビジョン（2025年～2027年の中期経営計画ビジョン）
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「富裕層ビジネスの第一人者」
として認められている存在になること

より多くの富裕層のお客様に品質の高いサービスをお届けしている存在であること

お客様に信頼していただき、長きに渡りご相談いただける存在であること

コンサルタント

お客様

土地持ち資産家

企業オーナー

金融資産家
長期的な
信頼関係

品質の高い
サービス
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2027年末のビジョン達成に向けた7つの戦略の柱
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経営戦略の
7つの

戦略の柱

パートナー戦略01

サービス戦略
（事業戦略）

02

人材戦略03
（ 人的資本の充実とコンサルタントの数の拡大と、

 人間力を高めるための教育の継続 ）

知財戦略04 （ DX・AIを活用した生産性の向上と短期間での人材育成 ）

マーケ
ティング戦略

05

サステナ
ビリティ戦略

06

財務戦略07
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人材戦略 人的資本の充実とコンサルタント数の拡大

31

2026年末

322人

全ての人材を対象として3つの柱を中心に取り組んでいく。

人材採用 人材育成
働きやすい
環境整備

■人的資本の充実 

■コンサルタント数の拡大 
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330人

2027年末

281人

2025年末2024年末

実績
257人実績

計画 283人 計画 306人

修正
計画

計画
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成功・幸せ、
結果・成果

人間力 実力 粘り強さ情熱

当社で働く社員にとって最も大切なものは人間力であり、
人が幸せに生きていくために最も大切なことも人間力である。

⚫  成功・幸せ、結果・成果の方程式を社員に浸透させている。

⚫ 重要な理念浸透を深めるため、社員行動指針の見直しを図り、
更に理解度を向上させるために各部署で話し合う場を設けている。

人材戦略 人間力を高めるための教育の継続

© Aoyama Zaisan Networks Group



2027年末のビジョン達成に向けた7つの戦略の柱

33

経営戦略の
7つの

戦略の柱

パートナー戦略01

サービス戦略
（事業戦略）

02

03

04

マーケ
ティング戦略

05

サステナ
ビリティ戦略

06

財務戦略07

© Aoyama Zaisan Networks Group

人材戦略 （ 人的資本の充実とコンサルタントの数の拡大と、
 人間力を高めるための教育の継続 ）

知財戦略 （ DX・AIを活用した生産性の向上と短期間での人材育成 ）



知財戦略 本日お伝えしたいこと

34

AIを活用して

現場の業務の何を変えるのか

その取り組みで

どのような効果を見込んでいるか

１

2

前提：情報セキュリティ上の安全性・統制を担保したAI活用

© Aoyama Zaisan Networks Group



顧客対応業務

本来注力すべき領域

未来の方向性を示す

意思決定の支援

信頼関係の最大化

知財戦略 ❶ 現状の問題（ボトルネック）について

35

現状分析
問題の
抽出

問題解決の
ための課題を抽出

課題の
優先順位付け

提案

議事録作成 財産分析 資料作成 確認・レビュー

総合財産コンサルティング業務 基本プロセス

⚫ お客様一人ひとりに十分な対応時間を確保できない
⚫ 人材育成・ノウハウ蓄積が進みにくい

社内業務により顧客対応時間が圧迫され

社内業務

© Aoyama Zaisan Networks Group

生産性のボトルネック



知財戦略 ❷ AIによる打ち手
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AIエージェント化

社内業務の生産性向上

確認・レビュー

論点整理
類似ケースの分析
改善点を指示

提案書検索/作成

過去事例の検索
提案書ドラフト作成

文字起こし
自動要約・顧客管理
システムへ転記

議事録作成 財産分析

決算書AI-OCR読取
財産別の簡易分析

議事録作成 財産分析 資料作成 確認・レビュー

社内業務



知財戦略 ❷ AIによる打ち手（現状）
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社内業務

顧客対応

業務時間配分

顧客対応の時間が
圧迫されている状態

業務負担 大



知財戦略 ❷ AIによる打ち手（AIエージェント実装後）
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顧客対応

業務時間配分

お客様との関係価値を最大化

AIエージェント導入
による顧客対応時間の創出

社内業務



知財戦略 ❸ 生産性改善の定量効果
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社内業務の生産性

 1.5倍

AIエージェントにより

お客様との面談時間 

1.2倍

〈27年度末～〉

創出された時間によって、

創出した時間を再配分

〈25年度末～〉

面談時間
の増加

面談回数
の増加

面談の質
の向上

売上の増大

※約80%を面談時間へ

※同一顧客への対応時間増 ※複数顧客への対応時間増 ※コンサルタントの成長

提案回数の増加

コンサルティング
サービスの充実



知財戦略 ❹ 人材育成の効果
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3年へ短縮見込5～7年

若手コンサルタントの
社内業務が削減されることで

ベテランコンサルタントとの
フィードバック機会が増加することで

コンサルタントの育成期間の短縮・コンサル戦力の強化

若手コンサルタントが一人前になるまでの期間が

OJTの機会が増加する

より多くの面談を経験できる

上記の両輪によって

従来よりも・・・

© Aoyama Zaisan Networks Group



知財戦略 ➎ 売上拡大イメージ〈想定シミュレーション〉

41

2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031

従来型 +

AIで社内業務を支援し、コンサルタントはよりお客様に寄り添う働き方へ転換

売上

年度

従来型モデル
（採用/育成)

AI効果 本格化移行期

© Aoyama Zaisan Networks Group

AI/DX導入による
新成長モデル

末

採用・育成
による成長

最大20％成長

AI/DX導入
による成長



知財戦略 まとめ

42

2028年度より2026～2027年度 2025年度

開発の土台作り AI開発・現場実践 AIと共創する働き方の実現

生産性  1.5倍

顧客面談時間  1.2倍

コンサル売上 拡大顧客に集中できる時間を
創出できる環境を作る

AI×コンサルタント共創

AIエージェント開発・統制

育成期間の短縮  ３年

AI環境のマインド醸成

© Aoyama Zaisan Networks Group

汎用AIの導入

業務プロセスの可視化

AIエージェント開発着手

社内データ課題整理
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株式会社青山財産ネットワークス

コーポレートファイナンス統括部

TEL 03-6439-5824 FAX 03-6439-5851

当社のIR情報は、以下のURLをご参照ください。

https://www.azn.co.jp/ir

本資料における業績予想及び将来の予測等に関する記述は、現時点で入手された情報に基づき判断した予想であり、
潜在的なリスクや不確実性が含まれております。従いまして、実際の業績は、様々な要因によりこれからの業績予想
とは異なることがありますことをご承知おきください。
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